
第５次西条市障がい者福祉計画の概要 
 
 

 

  本市においても、全国と同様に手帳所持者、福祉サービス受給者は年々増加している。ま

た、高齢化と世帯員数減少は、障がい者についても同様の課題であり、一人暮らしで高齢の

障がい者を中心に、全ての障がい者が、自ら選んだ場所で充実した生活を送れる社会づくり

が求められている。そのためには、市が中心となって関係機関が連携し、障がいの種別によ

らないサービスの提供体制の充実、地域が一体となった包括ケアシステムの構築、乳幼児期

から高齢期に至るまでライフステージに応じて一貫した支援体制の整備に取り組んでいかな

ければならない。 

 

 

 

  現在の障がい福祉計画の計画期間が終了すること、国の制度改正や障がい者を取り巻く環

境の変化を踏まえ、次期障がい福祉計画を策定するとともに、児童福祉法の改正を受け、新

たに障がい児福祉計画を加え、「だれもが健やかに生き生きと暮らせる、自立と共生のまち

西条」を基本理念として、一体的な計画を策定する。 

【障がい者基本計画の基本方針】 

   １．啓発・広報の推進 

       すべての住民が互いに尊重しあい、障がいへの正しい理解を深めるため、様々 

な媒体を活用し、多様な機会を通じて、啓発活動を推進する。 

   ２．保健・医療の充実 

 障がい者の心身の健康を維持し、健やかな暮らしを支えるため、保健・医療施

策の充実に努める。 

   ３．教育・育成の充実 

 障がい者の個性を尊重し、個々の障がいの状況や特性に応じて、一人ひとりの 

能力や可能性を伸ばす。 

   ４．雇用・就業の確保 

       福祉的就労の場の確保・充実に努めるとともに、民間事業所での雇用を積極的 

に促進し、障がい者の就業の拡大を図る。 

５．生活支援サービスの充実 

       障がい者の日々の生活を支援するため、障がい者の心身の状況やニーズに応じ 

た多様な支援サービスを提供する。 

   ６．生活環境の整備充実 

       地域で安全に安心して暮らしていくために、支えあいのネットワークづくりを 

図り、バリアフリーなどに配慮した環境整備に努める。 

７．学習・スポーツ、まちづくり活動への参加の促進 

    外出やコミュニケーションへの支援等を通じて、障がい者が多様な場に社会参 

加し、活躍できる仕組みづくりを目指す。 

８．差別の解消、権利擁護の推進 

    障害者差別解消法に基づき、障がいに対する正しい理解と差別の解消に努める 

１ 障がい福祉の現状と課題 

２ 計画策定の基本的な考え方 



ほか、障がい者虐待の予防や早期発見・解決に取り組む。 

 

【障がい福祉計画・障がい児福祉計画の基本方針】 

１．自己選択・自己決定ができる環境づくり 

 障がい者が自らの意思で居住場所や利用するサービスを選択し、自立と社会参 

加を図ることができる環境を整備する。 

２．障がい種別によらない一元的な福祉サービスの実施 

 市と関係機関が連携し、福祉資源を最大限に活用しながら、障がい種別によら 

ない一元的な福祉サービスの充実を図る。 

３．地域生活移行の推進と就労支援の強化 

地域での日中活動の場、生活の場を充実させ、障がい者の地域生活への移行を 

進めると同時に、就労支援を強化し自立を促す。 

 

 

 

  平成26年度に策定した第４次障がい者基本計画（平成27年度～平成32年度）について現状

及び課題を検証し、追加・修正を行う。 

 ＜主な追加点＞ 

  ・タブレット端末の導入により市窓口での意思疎通・コミュニケーション手段を拡充 

  ・医療的ケア児及び重症心身障がい児等を含めた障がい児への支援体制の充実 

  ・障がい者に対する差別の解消及び権利擁護の推進に向けた取り組み 

 

 

 

  障がい福祉施策における事業計画としての位置づけであり、「自己選択・自己決定ができ

る環境づくり」「障がい種別によらない一元的な福祉サービスの実施」「地域生活移行の推

進と就労支援の強化」の実現を基本方針に掲げ、平成30年度から平成32年度までの障がい福

祉サービスの見込量及び平成32年度における成果目標を策定する。 

  障がい児福祉計画については、「児童福祉法」改正に伴い、今回新たに「第５次西条市障

がい者福祉計画」に加え、一体的に策定する。 

 ＜主な策定項目＞ 

  ・福祉施設から地域生活、一般就労への移行 

  ・精神障がいに対応した地域包括ケアシステムの構築 

  ・児童発達支援センター等の障がい児支援体制の整備 

  ・各種障がい者（児）福祉サービスの見込み量及びその確保策 

 

 

 

  計画を着実に推進するため、方策の検討及び進捗状況の把握に努めるとともに、県・周辺

自治体・関係機関と連携した人材の育成・確保、行政職員を含めた従事者のさらなる資質向

上を図る。 

  また、自立支援協議会から計画の達成状況の点検・評価を受け、目標の達成に必要な助

言・提言等をいただき、質の高い福祉施策の推進を目指す。 

４ 障がい福祉計画・障がい児福祉計画 

３ 障がい者基本計画 

５ 計画の推進及び検証 


